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                                       要 約 

 日本の不登校の問題を考える上で，常に世界の研究に目を向け続けることは必要である。筆

者は 1980 年から 1990 年までの研究の概観を行い，その継続研究として 1991 年から 1 年毎に

ERIC および  PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の不登校との関連が考えられるキーワード

school  

attendance，school dropouts，school phobia ，school refusal を持つ文献を分類してきている。そ

の継続研究として 1996 年の文献について取り上げ分類した。さらに ERIC については，DIALOG

データベースとインターネットでの検索の違いについても検討を加えた。 
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  Ⅰ はじめに 

 筆者(1992a)は，諸外国と日本における不登校の初期研究を踏まえた上で，ERIC および

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の school attendance,school dropouts,school phobia,school refusal 

をキーワードとする 1980 年から 1990 年の 400 件あまりの文献を中心に各国別，年代順別に分

類し，不登校研究の概観を行った。不登校の問題を考える上で，日本国内ばかりではなく世界

の研究に常に目を向け続け，1 年毎の形式で蓄積していくことは意味のあることであると考え，

1991 年からそれぞれの年の文献について継続研究を行った(1992b,1993,1994,1995,1996)。 

 本研究は，1996 年の文献についての継続研究である。今回の研究では，これまでの研究と同

様，DIALOG データベースの ERIC と PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (PsycINFO データベー

ス)を用い，文献検索を行った。さらに，ERIC についてはインターネットでの文献検索につい

ても検討を加えた。これらの中から不登校との関連が考えられるものについて，キーワード毎

に分類した。 

 DIALOG データベースでの 1995 年の ERIC では， school attendance に関する文献が 15 件，

school dropouts に関する文献が 10 件，school phobia に関する文献が 4 件，school refusal に関す

る文献が 0 件であった。一方，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，school attendance に関す

る文献が 18 件，school dropouts に関する文献が 12 件，school phobia に関する文献が 2 件，school 

refusal に関する文献は 12 件であった。 

 インターネットでの ERIC の文献検索は，http://ericac2.educ.edu で Search ERIC のホームペー



ジにアクセスし検索することができる。1996 年の文献については，Search ERIC Wizard を用い

て検索した。検索式については DIALOG データベースと同様の式である。school attendance に

関する文献が 2 件，school dropouts に関する文献が 28 件，school phobia に関する文献が 0 件，

school refusal に関する文献が 0 件であった。DIALOG データベースの文献と比較すると同一の

文献は 2 件であった。他の文献についても内容的には十分文献として検討に値するものであっ

た。1980 年以降のインターネット ERIC の文献についても今後改めて目を向けることが必要で

あるが，ここではこれまでと同様に DIALOG データベースでの文献について概観することにし，

インターネット ERIC については別にまとめていくことにする。 

 DIALOG データベースの 73 件の文献の中で不登校との関連が考えられる 42 件について，キ

ーワード毎に分類し，研究の概観をする。 

 Ⅱ 各キーワード毎の研究の概観 

 ここで取り上げる研究は，1997 年 6 月末現在，DIALOG データベースの  ERIC および

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS(PsycINFO データベース)において検索し，不登校との関連が

考えられる 1996 年分として収録されている文献である。ここでは，日本の高等学校に対応する

学年までの不登校との関連が考えられる文献を取り扱っている。 

  １ school attendance に関する研究の概観 

  attendance をキーワードに持つ文献 33 件のうち，関連の考えられる 15 件について概観する

ことにする。ERIC では 15 件のうち 7 件，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，18 件のうち

8 件を取り上げる。なお，国別では，アメリカ合衆国が 13 件，英国が 2 件である。 

  Ford と Sutphen(1996)は，初等学校登校促進計画の展開と評価を述べている。この計画は，

危機的状態にある子どもに学校との積極的な関係を促し，ソーシャルワーカーに対して早い時

期から不登校にかかわる問題点をよりよく理解させ，児童と学校の問題を取り上げる上で家族

に基づく介入を含む必要性を示すことになると述べている。介入とフィードバックが危機的状

態にある児童の欠席を減少させると述べている。 

  Leadbeater(1996)は，産前産後の登校状況に基づいて，継続的に登校しているもの，再登校の

もの，妊娠前と妊娠後に中途退学したものに対象者を分類している。結果から，大部分は評価

した期間に同じ集団であり，出産前の学校での行動によって，留年するという予測がもっとも

強く示されるということがわかるという。また，継続的に登校しているものの方が，中途退学

者よりもいくつかの点でかなり優れていると述べている。 

 Collins(1996)によると，最近 20 年の英国の中等学校研究から，多くの教師が，登校施策の強

化に対する地方の教育専門家の行動について限られた知識しか持っていない，と述べている。

教師は，教育スーパービジョン令をどのように適用していいのかわからないとも述べている。

ここでは，強化過程の主な要素について概観している。 

 Linnehan(1996)は，254 人の参加者のデータを用いて職業学問プログラムの効果を研究して

いる。この職業学問プログラム，すなわち学校と仕事の移行プログラムでは，雇用者との関係，



仕事の実行，仕事への出席状況の結果を用いている。結果から，このプログラムの高等学校の

登校状況に対する積極的な効果が，仕事への出席状況への積極的な効果になると述べている。 

  Long ら(1996)は，この報告で，オハイオ州の学習・利益・親計画，略してリープ計画の効果

の第４年目の結果について述べている。この計画は，生活保護を受けている妊娠して親になろ

うとしている十代のものたちの登校を促進するために，財政的な奨励と罰則を用いて州規模の

援助を進めるというものであるという。リープ計画に適格であると決定されて３年後，12 郡の

うちの７郡の十代のものの対象者について，学校の成績，雇用，援助の受領に関する計画の効

果を検討している。この計画の資格を得たときに学校に在籍していたかどうかで，結果がはっ

きりと異なるという。最初から在籍していたものでは，この計画により，成績がほぼ 20％だけ，

雇用が 40％以上増加したという。退学したものについては，かなり賞罰をしたにもかかわらず，

成績も雇用も増加しなかったという。受領の割合はまだかなり高いけれども，依然として生活

保護を受けているものはほとんどいないという。他の大都市ではなくクリーブランドでは，高

等学校の卒業率が向上しているが，このことは，学校での特別なサービスを継続し，卒業検定

に入るように学校から離れるのを制限することが重要であるということを示すものであるとい

う。446 人の計画群と 467 人の統制群，計 913 人の十代のものからこれらのデータは得られた

という。 

  Quay ら(1996)は，ジョージア州の子どもと家族に対する幼稚園卒園後の３年計画の２年目の

縦断的研究を述べている。対象者は，534 人の幼稚園児と家族からなり，その内の半数は卒園

後の計画１年目を過ぎているという。対照群は，ジョージア州の３つの地域から民族，性別，

SES により同数選ばれたという。人口統計学的な社会奉仕の利用に関する家族の質問により，

対照群を選択したという。第１に肉体面で，自助の面で，社会的な面で，学習面で，情報伝達

の面で，発達を促す計画的に立案された手段の発達度合いの尺度，第２に欠席，照会，進級に

関わる教師への質問紙，第３にさまざまな機会での親の参加の割合を示す学校活動への家族参

加という３つの手段を実行しているという。結果によれば，次のようないくつかの点で，この

計画群の子どもは，対照群の子どもと異なっているという。第１は，すべての発達の領域で比

較的高い割合を示している，第２にほとんど幼稚園を欠席していない，第３に第１学年により

多い進級をしている。第４に母親が比較的高い職業水準であることであるという。人口統計学

的な面ではほとんど違いはなく，親の参加あるいは特別のサービスについての照会の数では違

いはなかったという。この計画群の子どもも対照群の子どもも親の参加と学校での欠席は，子

どもの発達と進級に関連していると述べている。 

  Pilcher(1996)も 1994 年と 1995 年の同じジョージア州の幼稚園卒業後の計画の縦断的研究に

ついての要約を述べている。1,214 人のほぼ半数の１年生の子どもと家族が，幼稚園卒業後の

計画が試験的計画のときに１年弱参加したという。調査時に幼稚園に在籍している 2,534 人の

半数の子どもと家族が１年間この計画に参加したという。それぞれの群に対する対照群は，民

族，性別，SES について条件を満足しており，ジョージア州の３地域から同数選択されたとい



う。家族面接（第１群）あるいは質問紙（第２群）が，人口統計学的なデータと社会的なサー

ビスにかかわる情報を得るために用いられたという。親の関わりを定量化する質問紙を教師が

行っている。発達段階尺度を用いて，肉体の面，自助の面，学習面，コミュニケーション面の

発達を評価しているという。幼稚園教師に対する質問紙を学校の最終の週に行い，欠席，照会，

進級についての情報が得られたという。結果によれば，第１群の幼稚園卒業と対照群の子ども

と親は，どの地域でも違いはなかったという。第２群では，次のいくつかの点で対照群と異な

っているという。第１にすべての５つの発達領域で高い割合を示していること，第２にほとん

ど欠席がないこと，第３に第１学年への高い進級をしていることであるという。親が幼稚園に

関わったかどうかについては違いはなかったという。卒園者も対照群も，親の関わりや登校状

況は，子どもの発達段階と進級に関連しているという。家庭をベースにする子どもよりもこの

計画の卒園生の子どもの方が第１学年での社会的発達段階が高かったと述べている。 

  Hough ら(1996)は，まる一日の幼稚園の教育計画を，半日およびその延長の教育計画と比較

して，どちらが有効あるいは決定的かについて準経験的な研究を行っている。対象は，６つの

まる一日の幼稚園と，地域，規模，規律に関するデータ，保護者の社会経済的状態について一

致する半日の幼稚園である。教室の観察および，園児，教師，親のビデオ，音声テープ面接，

園児の記録カード，親と教師へ行った質問紙，全園児に行った規律に関する到達度テストによ

りデータを収集したという。結果から，第１に，まる一日の教育計画によって小集団活動がよ

り大きく実現されていること，第２に，まる一日でも半日でも経験される仕事量については重

要な差がないこと，第３に，かなりの数の社会的な相互作用をまる一日の園児が経験している

こと，第４に，まる一日の園児は，言語と芸術規準では大部分，数学規準では若干，半日の園

児より優れていること，第５に，規律に関する到達度テストではまる一日の園児の方が勝って

いること，第６に，一年生では半日の園児よりも成功のよりよい機会が子どもにはあると親が

信じていることから親の満足度がまる一日の園児の方が高いということ，第７に，まる一日の

園児の登園状況の方が規則的であると述べている。 

 Lenarduzzi ら(1996)は，1992 年度に高校に在籍していた 10 年生から 12 年生の 274 人の登校

状況を，GPA，対象テスト得点，1991 年度と 1992 年度の１週間あたりの労働時数により調査

研究している。１週あたり 10 時間以下の労働は，各尺度で小さな逆の効果になるという。１週

あたり 10～20 時間働いた対象者は，比較的低い GPA と登校状況であったという。20 時間以上

の対象者は，テストの点数と GPA が低下し，これらの生徒より少ない時間働いたり，働いてい

ない生徒より欠席も多くなっていると述べている。 

 Lamdin(1996)は，107 校の都会の公立初等学校のデータから登校状況とカリフォルニア到達度

テストの成績との関係を調査している。対象者の登校状況は，到達度テストの成績を標準化す

るのに，かなり肯定的に関係しているという。他の研究と一致しているが，生徒に対する教員

の割合や１人の生徒あたりの支出のような，対象者の SES の重要さと学校の入力尺度の肯定的

な影響の欠如が明らかであったと述べている。 



  Partida(1996)は，メキシコ系移民に焦点をあて，貧しい家族に関して移民が原因となる条件

と移民の効果を論じている。筆者は，学校関係と家族力動への進行する崩壊とストレス，強調

される効果について述べている。移民の子どもの家族に介入することは，しばしば複雑であり，

多層的であるという。移民の人々が直面する困難さは，貧弱な社会福祉のために悪化している

という。メキシコ系アメリカ人移民の子どもと家族についての移民の効果は，生涯にわたるも

のであると述べている。 

 Smith(1996)は，英国イングランド南東部のハートフォードシャー州での登校状況について述

べている。生徒が学校に行くことに対してどのように反応し，どのように無断欠席の段階と理

由を特定し，どのように適切に効果的な反応を進行させ，学校を支えるかを決定するために 12

校の中等学校での登校状況を調査している。調査は，７年生から 11 年生の 6,441 人の生徒に行

われた。生徒の大部分は学校がおおむね好きであり，規則的に登校し，授業にもほぼ満足して

いるという。無断欠席は主に 9,10,11 年生に限られ，難しい授業や特定の先生との貧弱な関係

に関連するという。生徒が登校し，ある種のあるいはすべての授業をさけるという出席確認後

の無断欠席が，はっきりとわからない無断欠席よりわずかに優勢であると述べている。 

 Maughan ら(1996)は，平均年齢 27.7 歳の 10 歳以上の読書が上手でないもの 127 人と普通に

読書ができるもの 73 人を対象として，読書の難しさと破壊的行動の問題との関係を論じている。

全体の結果から，これらの要素は，性別，発達年齢，人間関係にわたって変化していると述べ

ている。読書が苦手な男性は，児童期の半ばに高い注意散漫さの程度を示すが，14 歳では教師

評価による行動上の問題はそれほどでもなく，若い成人では攻撃性，反社会性人格障害あるい

は公的に記録された違反についても高い割合を示してはいないという。特に読書が遅い男性で

の少年の違反への危険性が増加しているが，このことは，一般的な読書の難しさよりも登校状

況が良くないことに関係しているという。女性では，読書に関わる問題は，１０代での破壊的

行動が若干増加していることに関係していると述べている。 

 Berton ら(1996)は，メトロポリタン地域の青年で心的外傷後ストレス障害の症候学的特徴の

発症率と関連する変数を調査研究している。22%が男性，47%が黒人の 97人の高校生に対して，

キーンの心的外傷後ストレス障害尺度，心的外傷後ストレス障害に対するシビリアンミシシッ

ピ尺度，人口統計学的質問紙を行ったという。対象者の 29%が心的外傷後ストレス障害の症候

学の臨床水準を示したという。発症率の比較を性別，人種，家族布置，暴力にさらされたとい

う自己報告，外傷に対する自己報告，登校における暴力犯罪の範囲を考慮して行ったという。

心的外傷後ストレス障害に関連し心的外傷後ストレス障害が予測される変数は，家庭あるいは

地域の暴力に対する自己報告であるという。黒人男性は白人男性より近所や学校での暴力犯罪

にさらされているという。殺人，暴行，強盗が高い割合の学校では，白人女性が対象者の中で

はもっとも高い中程度の心的外傷後ストレス障害得点を示しているが，男性は低い得点にしか

達していないと述べている。 

  Mayes ら(1996)は，66 人の 5 歳から 17 歳の凝固障害のある男性の心理的教育的データの分



析を行っている。これらのうち，18 人は HIV に対して陽性であるという。大部分の対象者は，

親の報告，教師の報告，自己報告の様式及び行動尺度について標準的な範囲の得点になってい

るという。平均の IQ(113.5)は普通より高いが，28.3%の注意欠陥多動障害，15.8%の学習障害，

字を書く際の筋肉運動の弱さという不釣り合いな高い分布があるという。これらは，HIV の状

態あるいは凝固障害のタイプや重篤度とはあまり関係しないという。学校の長期欠席は多いが，

成績や注意欠陥多動障害(ADHD)あるいは学習障害(LD)の診断にはほとんど関連しないと述

べている。 

  Shireman(1996)は，片親の養子縁組と 14 年間片親に養われた子どもの縦断的な研究に関する

調査の概観を行っている。大部分の片親は女性であり，女子を養子縁組しているが，年齢は３

０代半ばから後半であり，二親の養子縁組よりも収入は低いが安定している仕事に就いており，

たいてい援助的な職業であるという。片親および二親の家族の間では，登校状況や成績につい

て大きな違いはないという。J. Shireman ら(1976)による縦断的研究によれば，仕事により子ど

もの世話を何とかやっていくのは難しくなく，片親の養子縁組は，家族構造の変化や危機に立

ち向かう強さを示し，子どもの感情を認識し，子どもが必要とすることに敏感であるという。

ここでは適切な性的同一性についての困難さが問題であるという。片親の養子縁組の強さは，

子ども，養子縁組，危機に対処する強さと能力，単純な家族構造，自信，独立心，援助的なネ

ットワークを発展させ利用する能力に関わるものであると述べている。 

  Hargett と Webster(1996)は，attendance にも関連するが，school refusal に関連するので， 

school refusal のところで取り上げることとする。 

 Hess と D'Amato(1996)については，attendance にも関連するが，dropouts に関連するので，

dropouts のところで取り上げることとする。 

 Rayner と Riding(1996)は，attendance にも関連するが，school refusal に関連するので，school 

refusal のところで取り上げることとする。 

  ２ school dropouts に関する文献 

 1995 年の ERIC と PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，dropouts をキーワードとする文献

が 10 件と 12 件取り上げられている。22 件の文献のうち，不登校との関連が考えられる 9 件に

ついて概観することにする。国別ではオーストラリアが 1 件，アメリカ合衆国が 8 件である。 

  Goldman と Bradley(1996)は，オーストラリアの再登校した 2,278 人中 1,233 人の生徒と 80

校中 66 校の学校からの回答を用いて中途退学の特徴的な形態，生活条件，雇用状態，再登校の

理由を検証している。中途退学についてのデータの集積の仕方を改善し，10 年生と 11 年生に

予防的な焦点を当て，革新的な再登校計画の実施を適応することを推奨している。  

  Smith(1996)は，1994 年度のネバダ州立学校の中途退学について述べている。この報告は，9

年生から 12 年生についての Smith 自身の７年目の報告になる。1994 年度に 6,694 人の生徒が州

立学校から中途退学しているという。これは全体の 10%にあたり，0.4%の増加となり，３年連

続して増加しているという。中途退学率は 9 年生で 3.9%，10 年生で，6.5%，11 年生では 12%，



12 年生で 19.7%であるという。性別では，12 年生でもっとも差が大きく，男子が 10.5%，女子

が 9.4%であったという。人種別では，白人がもっとも低く 8.6%，アジア系と太平洋諸島が 8.8%，

黒人が 11.3%，アメリカインデイアンとアラスカ出身が 12.4%，スペイン語系が 16.4%であった

という。中途退学全体の 12%が，特殊教育を受けていたという。学区では，0%から 13.7%まで

変化したという。最近の研究によると，英語を第２外国語としている生徒で 35%の差があった

という。また，生徒に対する支出が多いほど，中途退学率を減少させていたという。校内暴力

が主な要因となっており，学校から離れていく生徒の数に関連するという。さらに，薬物使用

を含む生徒の危機的な行動は，不十分な登校状況，学習意欲の低さ，学校での活動へあまり参

加しないというような，その他の中途退学の要因にも一致するものであると述べている。 

 Dorn(1996)によれば，アメリカ合衆国の６つの目標のうちの一つが 2,000 年までに 90%以上

の卒業率を達成することであると述べている。過去 50 年の間に，高等学校を卒業することは当

たり前になったが，この期待に対して，卒業資格なしに学校を離れることを意味する中途退学

という言葉が顕著になってきたという。多くのアメリカ人は，社会と同様に個人にとっても中

途退学は危険なものであると考えているという。この著作では，中途退学を社会問題として，

期待の反映として，社会政策の対象として定義している。中途退学という言葉が，卒業資格を

受ける前に学校を離れる人々を記述する主要な用語なってきた 1960 年代の初頭をこの著作の

中心に据えている。1960 年代に融合した高等学校の中途退学のステレオタイプから，教育者や

社会評論家が，非行，労働市場，性の役割をどのように考えているかがわかるという。中途退

学は，社会的な問題として語られ続けている。また，中途退学は，すべてのものを社会生活に

順応させ，能力と価値の実際的な判断をして行動するという学校の目標と学校の無能力につい

てのあいまいさを反映しているという。アメリカ人が，様々な教育的な成果を，学校教育に不

公平な点が依然としてあるという証拠として考える代わりに，中途退学の社会的な損失に焦点

を当てていること，典型的には依存性，犯罪性，低い経済生産性として考えている，と論じて

いる。この中途退学という言葉を使うことを通して，中途退学の社会的な構造は高等学校に対

して貧困を改善し，社会的な混沌を防ぐという負担を与えることになるという。しかしながら，

学校教育は貧しい人々が直面している本当の問題の解決にはならないと述べている。 

 Jordan ら(1996)は，アメリカ合衆国の 8 年生から 10 年生の中途退学の高校生のデータを用い

て，早い時期での中途退学の理由およびこれらの生徒の教育を再開するための計画における人

種的民族的な相違，性別の相違を示している。それぞれの中途退学の理由には，仲間からの影

響や住所の移動と同様に，学校，家庭，仕事に関するものが含まれるという。白人の中途退学

者では，アフリカ系やスペイン語系のアメリカ人よりもしばしば学校からの疎外を理由として

あげているという。アフリカ系の男子は，他のものよりも停学や除籍をあげているという。ス

ペイン語系やアフリカ系の女子では，他よりもしばしば家族関係を理由としてあげているとい

う。中途退学者の圧倒的多数は，人種的民族的な違い，性別の違いはあるけれども，再登校の

計画があるのだと述べている。男女の白人は検定試験を受ける計画，スペイン語系ではオルタ



ナティブスクール，アフリカ系では，普通の学校に戻り卒業資格を得るという計画であると述

べている。 

 Hess と D'Amato(1996)は，メキシコ系アメリカ人の高等学校中途退学者と継続したものとの

間の潜在的な違いのいくつかを調査している。3 年生から 5 年生のそれぞれ 40 人が対象者であ

る。継続しているものとは，すでに卒業しているか 16 歳に達しており，学校で満足な進歩を示

しているものとしたという。高等学校の課程を最後までやり遂げることへの期待，学習上の自

己資質，学校での態度，欠席数，原級留置があったかどうかについて，ここでは調査している。

結果から，中途退学した対象者は，最後までやり遂げることへの期待感が低く，継続した対象

者よりも欠席が多かったという。初等学校では，長期欠席の尺度と危機的状態にある生徒の同

一性での期待を結びつけるべきであると述べている。目下の学校施策の調査から，学校が少数

民族の親たちとのしっかりとした関係を確立することが必要であると述べている。 

 Jarjoura(1996)は，中流階級の中途退学が，比較的低い階級の中途退学よりも中途退学の結果

として，非行に結びつきやすいかどうかを調査している。観察された中途退学と非行との関係

に対する社会的統制と社会的圧力の理論的な説明についても，独特な個々の理論で特徴づけら

れる介在する過程を調べることによって研究している。1993 年のヒューマン・リソース・リサ

ーチセンターの国家縦断的調査の対象者のデータを用いて，２つの階級について中途退学の理

由に基づいて，違反をする可能性の違いをここでは調べている。1979 年には高等学校にはいな

い在宅の 14 歳から 22 歳の低い階級の 679 人と中流階級の 2,033 人を対象としている。結果に

よれば，低い階級のものよりも中流階級のものが非行に巻き込まれる上で中途退学が関係して

いるという。社会的圧力あるいは社会統制理論に対しては，中途退学の理由次第であると述べ

ている。 

  Wolfer と Moen(1996)は，どれだけの時間どのような状態で，母親が働いていたかを，娘の

年齢に関して，0 歳から６歳までの幼児期，7 歳から 12 歳までの青年前期，13 歳から 18 歳ま

での青年期に母親が働いている時に，娘が学校を離れる割合をここでは調査している。対象者

は，インカムダイナミックスの公開研究の 1968 年から 1990 年の期間から引用した，1990 年に

18 歳から 23 歳となっている 246 人の白人と 188 人の黒人の娘と母親である。結果によれば，

児童期のどのような時期での母親のパートタイマーも，白人ではなく黒人の娘が学校に残って

いる可能性を増加させているという。母親の労働の特徴は，白人の娘が学校に残っているかど

うかを決定する上ではほとんど影響を与えないと述べている。 

  Trusty(1996)は，高等学校の中途退学という危機的状態にある個人カウンセリングの一般的

な枠組みをつくるため，多文化的なカウンセリングと中途退学予防について取り上げている。

中途退学予防のためのカウンセリングについての大部分の文献は，コンサルタント，教育改革

推進者，あるいはグループカウンセラーとして，カウンセラーの役割に焦点を当てていると述

べている。危機的状態にある少数の生徒に対する個人カウンセリングの方略は，中途退学予防

あるいは多文化的なカウンセリングの文献からは，ほとんど注意を向けられてきていないとい



う。危機的状態にある生徒とともにいて，カウンセラーは，自分の認識を検証し，柔軟なカウ

ンセリングの見通しを用い，生徒の世界観を理解し，生徒と学校の一致と学校からの疎外の段

階を評価し，生徒の認知的文化的柔軟性を促進し，生徒の多文化的対処メカニズムの発達を促

さなければならないと述べている。 

 Beauvais ら(1996)は，白人，メキシコ系，アメリカインデイアンの中途退学者の問題傾向行

動，良い成績の生徒，良くない成績の生徒について調査している。一般に，中途退学者は，薬

物，暴力を振るうこと，暴力を受けることにほとんど追い込まれるが，成績の良くない状態の

生徒はさらに，成績の良い状態の生徒はわずかにこのような状態に追い込まれると述べている。

民族は成績の状態と相互関係はなく，このことは，中途退学者とこれらの生徒の間の違いが，

さまざまな民族にわたって同様であるということを示唆しているという。ある種の民族，性別

についての効果が見いだされたという。結果は，79­23064 の R. Jessor の問題傾向行動，仲間集

団の理論，介入のデザインと関連すると述べている。 

 ３ school phobia に関する研究の概観 

 ここでは，school phobia をキーワードとする文献 6 件について取り上げる。これらのうち 4

件が ERIC であり，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS は 2 件である。国別では，フィンランド

が 1 件，アメリカ合衆国が 5 件である。 

  Schulz(1996)によれば，暴力が学校での恐怖の元として一般には考えられているが，生徒は，

最初の恐怖の元として，学校の成績，生徒と教師の積極的な相互作用を引き合いに出している

と述べている。親たちは地域の学校の安全に不安を持たず，教師は教室よりも学校外で生徒に

影響する要因を引き合いに出しがちであると述べている。 

  Clegg(1996)によれば，物語のキャラクターの恐怖と自分の恐怖を関連させることによって，

子どもが自分の環境で，恐怖により良く，より安全に直面することができるという。読書をす

ることを奨励している。 

  Agne(1996)は，教室での恐怖の影響を考え，教師に対して，自己受容，他者の適応，信頼，

忍耐，自我意識，日記を書くことを進めている。 

  Deluty(1996)は，分離不安障害，対人恐怖，全般性不安障害のような一般的な臨床上の児童

期の恐怖を取り上げている。ここでは，心理学者，教師，親からの情報による均衡のとれた処

置を提案している。 

  Lepola(1996)は，恐慌性障害と関連する学校恐怖症の 13 歳と 16 歳の少年と 9 歳の少女に行

ったシタロプラン治療処置の 8 ヶ月から 15 ヶ月の効果をテストしている。すべての対象者はさ

まざまな身体的な兆候，不安，統制喪失，広場恐怖的回避行動による恐慌発作を表していたと

いう。広場恐怖を伴う恐慌性障害の診断がすべての症例でなされ，１日あたり 10 ミリグラムか

ら 20 ミリグラムのシタロプランによる反恐慌性薬物治療がはじめられたという。シタロプラン

開始後 2,4,8,12 週および毎月対象者は評価されたという。副作用が記録され，対象者と親の記

録から恐慌発作の頻度が見積もられたという。これらの症例の結果から，すべての対象者で学



校恐怖症の重篤度が減少し，恐慌発作がなくなったため，シタロプランを少なく服用した方が

有効であるということがわかったという。おだやかな薬に関する副作用はほとんどなかったと

いう。このことから恐慌性障害に関連する学校恐怖症にはシタロプランが有効かもしれないと

示唆している。 

  Reinert(1996)は，バスケットボールを活用した成功例について述べている。これは，10 歳の

男子が特に仲間関係を必要とする領域の学校不安を軽減し，家での不機嫌が減少し，自分のベ

ットで寝始めるのを援助するための学校カウンセリングの技術であるという。ゲームは生徒と

カウンセラーだけのセッションで始められたという。引き続き行われたセッションの間，生徒

は激励されて仲間をゲームに誘い，すべての選手は，それぞれシュートを打ったり試みたりし

てほめられたり激励されたという。約６週間後経過は順調であり，集団に対するアシスタント

リーダーを加えるための潜在力として引き続き行われるセッションの目標が述べられている。 

 ４ school refusal に関する文献 

   school refusal をキーワードに持つ文献のうち，関連の考えられる 12 件について概観するこ

とにする。ERIC では 0 件，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS では，12 件が取り上げられている。

国別では，アメリカ合衆国が 9 件，英国が 1 件，オーストラリアが 1 件，ニュージーランドが

1 件である。 

  Chorpita ら(1996)は，登校拒否行動を減少させるための近年発達した方法の効果をテストす

るために多面的な規準のデザインを用いたという。この方法では，対象とする行動に対する機

能的分析を行うため系統的方法を用い，分析に基づく特定の介入方略を示唆しているという。

外的妥当性を最大化するために，系統的反応方略を用いた介入を試み，介入の主な概念要素が

先の適応から残ったという。多くの困難と抵抗がありながら登校し，治療処置の前には分離不

安障害と対人恐怖の DSM­III­R の診断がなされた１０歳２ヶ月の少女が対象者であるという。

８週間の治療処置の後，問題行動の減少を示し，不安障害の診断の規準にはもはや該当しなく

なったという。結果から，行動の変化を有効にする機能的分析方略の重要性が明らかになった

と述べている。 

 Kearney ら(1996)は，若者の行動異常と実質的に関連し，後に成人での問題にも関係する緊

急の社会的なジレンマである長期欠席に関係する問題を取り上げている。登校拒否行動に対す

る適切な分類学的方略は，わかりにくく議論のあるところであるが，このことは，登校拒否に

対する定義，サブタイプ，評価，治療処置方略に関わる意見の一致の不足の一因になるという。

登校拒否の分類体系の展開が，文献のクリティークによって論じられている。クリティークは，

はっきりした信頼できる適応可能な規準，判別式の妥当性，指定された治療処置に関連した臨

床上役立つ評価手続きを伴う共通問題の規定に基づいて行われたという。これまでの分類学の

調和が，特定の範疇，均質でない登校拒否を体系化し，評価し，取り扱うための特定の範疇，

次元，方略と同様，登校拒否の行動および本質的な特徴を定義するために提案されている。 

  Rayner ら(1996)は，登校拒否と特定された 15 歳から 17 歳の 17 人の生徒の学習形態を調査



し，学習形態の分布を主流の中等学校に規則的に登校している 850 人の 12 歳から 16 歳の形態

と比較している。R. J. Riding(1991)の認知形態分析を，ある期間に Rayner らのところにいる登

校拒否群の対象者に個別に行われたという。結果によれば，登校拒否の生徒の学習形態は，

Wholist 分析形態の次元の Wholist の端の方にゆがんでいるという。この調査研究の意味は，特

定の学習形態が登校拒否と関連するということであり，特に登校拒否の生徒の学習上の特徴を

さらに調査研究し，登校拒否に対して行われた学校の対応を知らせることに値すると述べてい

る。 

 Hargett(1996)は，意に反して連れていこうとすると学校から逃げてしまう 7 歳の登校拒否の

少年を治療するために，８週間にわたって行われた次第に変わる再登校行動介入について述べ

ている。基本的なデータは，５日間にわたって登校状況と学校から逃げてしまう行動から収集

したという。さらに，最適な治療処置計画を展開するために，子どもには包括的な心理総合テ

ストを，両親と教師には臨床面接を行ったという。これらのデータに基づいて，学校にいるこ

とを積極的に強化することに結びつく介入が行われたという。介入は最終的に，急激に学校に

身をさらすことに変わったという。第３週までに，連続５日間すべて子どもは登校していたと

いう。治療処置の残りの間，この登校記録を維持したという。予後のデータは，その年の終わ

りまでの７ヶ月間，各週ごとに収集されたという。さらに，翌年最初の２ヶ月間の予後のデー

タでは安定を示し，介入の効果を維持していたと述べている。 

  Bernstein ら(1996)は，不安の尺度と生理学の尺度からなる ARC­R（子どもの不安率改訂版）

の精神測定特性を定義している。22 人の対象者で，テストと再テストの信頼性，評価者内の信

頼性を調査したという。重複しない 199 人の登校拒否の臨床例で，臨床例内の信頼性および，

収斂的，発散的判別式の妥当性を評価したという。テストと再テストおよび評価者内の信頼性

は，優れていたという。臨床例内の十分な項目の信頼性が見られたという。不安尺度は，抑う

つについての自己報告手段よりも不安についてのものに幾分強く関わりがあるという。不安尺

度は，子どもに不安障害があるかないかで識別されるという。この新しい手段は，臨床医評価

の不安の信頼される尺度であると述べている。 

 King ら(1996)は，臨床上，疫学上，病因学上の要因に焦点を当て，不安と情緒の苦痛を引き

起こされた登校拒否の行動治療処置に関する文献を選択的に概観している。疫学的研究によれ

ば，登校拒否は男女とも等しく一般的であり，5,6 歳から 10,11 歳の間でより起こりがちである

という。いくつかの研究によれば，大部分の登校拒否のものは，知的には普通かそれ以上であ

るという。家族と双子の研究から，情緒的な問題の進行に対しておそらく生物学的な損傷があ

るという。登校拒否の行動上の取り扱いで用いられていた多くの子ども療法と親と教師の訓練

方略を概観している。このことから，行動治療処置が有効であると自信を持って断言する前に，

一層統制された調査研究が，差し迫って必要であると述べている。 

  Ginsburg ら(1996)は，スペイン語系アメリカ人の若者の恐慌性障害と不安障害についての知

識があまりないと述べている。この研究では，さまざまな社会人口統計学的な特徴と臨床的な



特徴に関して，6 歳から 17 歳のスペイン語系 99 人と白人系 143 人を比較しているという。結

果によれば，スペイン語系と白人系では，初回面接の年齢，性別，最初の診断の形態，臨床医

の干渉段階，登校拒否を伴うパーセンテージ，１回以上の診断を伴うパーセンテージなどによ

り調査された要因の大部分で著しく類似しているという。スペイン語系の子どもは，分離不安

障害の最初の診断を与えられがちであり，白人系に比べて低収入の家族出身でありがちである

という。スペイン語系の親は，また，子どものことを，白人系の親以上に怖がりやであると評

価しがちであるという。研究の結果から，子どもの不安障害とスペイン語系アメリカ人の精神

面の健康に関する文献に範囲を広げる第一歩であると述べている。 

 Stein(1996)は，情緒不安定の徴候と登校拒否の 6 歳の男子のケースを取り上げている。心理

学的評価からは，学習障害はないが最近起こった人生の出来事の変化に関わる不安神経症と強

い感情を内在化する傾向がある明るい子どもであることが明らかになったという。１ヶ月後の

脳断層Ｘ線写真の研究から，脳橋内の大きな質量を伴う普通の大きさの脳室がほぼ脳幹神経膠

種と一致するということが明らかになったという。徴候が人生の状況的な出来事に対して二次

的であるように思われたために，診断が遅れたと述べている。このケースは，多方面に能力を

発揮する人に必要な臨床的警戒の良い例になると述べている。 

 Werry(1996)は，上記の Stein の 6 歳の男子のケースについて言及している。分離不安やその

他の不安の履歴のない子どもでは，一時的以外に突然現れることもなく，身体的なチェックが，

そのために必要になってくると述べている。 

  Trauner(1996)も，上記の Stein(1996)のケースについて言及している。神経学的問題により引

き起こされる行動上の兆候と，最初に行動上の障害である兆候は，その履歴によって識別する

ことはできず，そのため神経学的病因学が行動上の病気のあるすべての子どもに対して考えら

れるべきであると述べている。 

  Duffner(1996)もまた Stein(1996)のケースのコメントをしている。人格的な変化，抑うつ，短

気は，もっとも一般的には心理社会的問題を反映しているが，小児科医にとっては，人格的な

変化が，変化している神経学的機能のもっとも敏感な指標の一つであるということを忘れては

ならないということが非常に重要であると述べている。 

  これらのコメントに対して，Stein(1996)は，論述している。行動上の病気と身体上の病気の

間で共有された総体的症状をこのケースでは表していると述べている。診断過程では内科の履

歴で始まるが，臨床医は，患者の人生の身体的側面と行動的側面を同時に統合するように努力

すべきであると述べている。 

 

 Ⅲ おわりに 

 1996 年の ERIC と PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS における不登校に関連すると考えられる

研究では，95 年と同様に，不登校を念頭に置いた「登校改善中途退学予防」という表現が見ら

れなくなっている。不登校よりも退学予防に力点を置いた研究が 90 年代では収録されてきてい



る。 

 1996 年の ERIC では， school attendance に関する文献が 15 件，school dropouts に関する文

献が 10 件，school phobia に関する文献が 4 件，school refusal に関する文献が 0 件であった。一

方，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTSでは，school attendanceに関する文献が 18件，school dropouts

に関する文献が 12 件，school phobia に関する文献が 2 件，school refusal に関する文献は 12 件

であった。これらの 73 件の文献の中で不登校との関連が考えられるものは，43 件であった。 

 また，ERIC についてはインターネットでの文献検索についても検討を加えた。school 

attendance に関する文献が 0 件，school dropouts に関する文献が 38 件，school phobia に関する

文献が 0 件，school refusal に関する文献は 0 件であった。これらの中から不登校との関連が考

えられるものは，28 件であった。インターネット ERIC については別にまとめていくことにす

る。 

 基礎研究としての ERIC および PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の文献を用いた世界の不登

校に関する研究の 1 年毎の概観は，6 年目となる。日本における登校に関連する問題，不登校

に関連する問題は解決してきているとは考えられず，今後もインターネットを用いた文献検索

を含めアプローチをしていく必要があると考える。 

                                                                 SATO,Masamichi 
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